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石川・帯向・多田・池浦・谷川
新聞や雑誌で名誉毀損がなされた場合、裁判所はその被害者を救済するため、同じ媒体に同一量のスペースを使って、被害者の反論を無料で掲載することを加害者に対して命じることはできるか？

	☆主張

1、 表現の自由に包含される編集の自由の重要性

2、 反論権

（1） 憲法２１条を根拠にする反論権

（2） 人格権を根拠にする反論権

（3） 民法７２３条を根拠にする反論権

3、 思想の自由市場との関連

4、 結論


☆主張
我々は本件において、まず表現の自由に包摂される編集の自由の重要性を述べ、反論文掲載請求権の是非について以下の４つ、つまり、Ａ．憲法２１条を根拠にした場合、Ｂ．人格権を根拠にした場合、C．民法７２３条を根拠にした場合、に分けて論証し、最後に思想の自由市場にも言及した上で、裁判所は名誉毀損の被害者救済の手段として、メディアに対して被害者の反論文掲載を命じることができないことを主張する。
以下、私人たるメディアに対し、「同一メディア･同一スペース」を使って、被害者の反論を「無料」で掲載する権利ないし債権を反論文掲載請求権とし、これを反論権と呼ぶ。
1、 表現の自由に包摂される編集の自由の重要性について
憲法２１条は表現の自由を保障している。その価値の重要性は、個人が言論活動を通じて人格を発展させるという自己実現の価値と、言論活動によって国民の政治的意思決定に資する自己統治の価値から説明される。なお、２つの価値は共に重要であるが、表現の自由は自己実現の価値を基本に置くべきである。そのため、表現の自由は不当な制限や干渉を受けることなく自己の意見を自由にもつ、という自由権的側面を本質とする。マス・メディアの構成員たる編集者が他の干渉を排して自由な編集を行う権利を有することはもちろん、マス・メディアが構成員の人権を代表して表現の自由を主張することも認められる。

2、 反論権の是非について
次に、反論権が認められうるかどうか、憲法上、あるいはその他の根拠について論証し、これを否定する。
Ａ．憲法２１条･表現の自由を根拠とした反論権の是非について
（①権利の消極性）
　２１条は前述の通り、不当な侵害を避けなければならない重要な価値であり、自己実現の価値を基本に置いている。また歴史的に見て国家による言論統制や言論弾圧があったことからも、対国家的なものであり、国家からの自由という権利の消極性を本質としていると言える。よって、確かに２１条には権利の積極性も認められるが、国家が私人間に介入して一方の人権を制限してしまうような適用はすることはできない。

つまり、国家の積極的措置による反論権は、このような２１条の権利の消極性から、認めることはできない。

　（②私人間効力）
　　さらに、仮に権利の積極性が認められ反論権が主張できるとしても、憲法を根拠にする以上、私人間には適用されないことを論証する。
（a) 直接適用説）

まず表現の自由のような自由権的効力が、私人間に直接適用されるという考えについて、憲法の予定しているところは対国家であり、私人間における権利の衝突に関しては私的自治によるべきであるので、直接適用を認めると国家の介入を招く虞がある。
　　（b） 間接適用説）

次に民法９０条などの私法の一般条項に人権の価値を充填し、憲法の人権規定を間接的に適用するという考えについて、反論権を私法の一般条項から想定することはできない。尚、民法７２３条は名誉毀損の場合に限定した条項であり、一般条項ではないことを明らかにしておく。
　　以上から、直接適用説・間接適用説によって反論権を私人間で認めることはできない。

（③利益衡量）

　また仮に、権利の積極性を認める必要を有し、私人間効力の直接適用によって反論権が想起され得るとすれば、編集の自由と反論権の利益を衡量することが必要である。本件においては、反論権を認めることによる不利益をまず列挙し、逆に反論権を認めないことによる不利益を挙げて両者を衡量する。

　反論権を認めることによる不利益としてはまず、メディアの編集の自由が貫徹されないことが挙げられ、これは反論文によって制約を受けるのが「名誉毀損を行った表現」とは別個のものであることに注意すべきである。次に、批判的記事を控えさせ、本来は名誉毀損には当たらない表現さえも記事にされにくくなるような萎縮効果をも生む。さらに、国家による恣意的な介入の危険性も生まれる。また、メディア側の表現の時・所・方法または態様を規制することにもなる。なぜなら、反論権を掲載することによってメディア側が意図した編集を行えなくなるからである。編集の自由には、単にどのような記事を掲載するかだけではなく、記事をいつどのようなサイズでどこに配置するかまで含むはずである。
　一方、反論権を認めないことによる不利益を考えた場合、名誉回復の一手段がなくなることが挙げられるだろうが、少なくとも損害賠償請求が認められ、また他の手段も考えられ得るため、この不利益は大きいものとはいえない。また、読者の聞き読み受けるという意味での知る権利が害される不利益については、編集の自由が貫徹されないことによってもまた、本来掲載するはずだった記事を差し控えなければならない事態が想定され同様の侵害は起こるので、反論権を認めないことによる不利益としてのみ論じるのは不合理である。

よって両者を比較衡量した場合、反論権を認めることによる不利益の方が大きいと言えるため、やはり憲法２１条を根拠とした反論権は認めることはできない。

　
Ｂ．人格権を根拠とした反論権の是非について

（①人格権の根拠）

名誉権が憲法１３条に基づき人格権として認められているため、名誉回復の手段としての反論権も人格権から導き出されるとする主張がある。人格権に対する２つの説についてそれぞれ考察する。

a) 一般的自由権説

  　生活活動において成立する一般的行為に関する自己決定についても憲法上の人権と考えるべきである、というこの説は、人権を際限なく認めることになり、人権のインフレ化が起こる。また、人権同士の衝突が頻発するようになり現実的ではない。これに対して人権の重要度により違憲審査基準を変えるとの反論があるが、人権の価値を一つ一つ格差をつけて扱うことは、憲法の趣旨からは読み取れない。つまり、人格権を一般的自由権説から導くのは不適当である。

　 b) 人格的自律権説

　  個人の人格的生存に不可欠な権利・自由を包摂する権利であり、人格的自律に不可欠であるかを考慮するという説であり、通説である。本件では反論権が被害者の人格的自律に必要か否かを考える。

　名誉回復の手段としては、損害賠償をはじめ、他の手段が考えられるから、反論権を認めないことにより人格的自律が保たれないとは言えない。つまり、人格的自律に反論権は不可欠であるとは言えない。
以上より、人格権から反論権を導くことはできない。

（②私人間効力）

　  仮に人格権から反論権が導かれるとしても、憲法２１条の場合と同様これを私人間に適用することはできない。

（③比較衡量）

　  また仮に、私人間効力の直接適用が認められるとしても、２１条に基づく編集の自由と１３条に基づく反論権の利益を衡量することが必要である。

　  前述と同様の比較衡量により、マス・メディアの表現の自由がより重要な価値であると言うことができるため、やはり反論権は認められない。

　
C．民法７２３条を根拠とした反論権の是非について
民法７２３条から反論権を導くのは適用違憲である。

反論文を掲載することは、メディア側は自らの編集の自由によって掲載しようとした内容あるいはレイアウト等を変更されることになるから、これは表現の時・所・方法または態様の規制にあたる。このような表現内容中立規制には、ＬＲＡ（less restrictive alternative）の基準を用いるのが妥当である。
同条の立法目的を見るに、あくまで名誉毀損により損なわれた被害者の社会的評価を回復することが重要である。メディアによる名誉毀損は、その不特定多数の読者が名誉毀損的記事を読むことによって起こる。よって、読者がその名誉毀損的表現が過ちであったことを認識すれば、名誉毀損の回復は十分に図られるものと言える。そのためには、例えば当該記事に名誉毀損があったという事実を示すだけでも、被害者の社会的評価の回復が図られると考える。また判例上も、出版者側が制限されるスペースが少量で済む謝罪広告を同条から認めている。これらは、規制により表現できない記事の量が少ないため、表現の自由に対する抑圧も少なくてすむと考えられる。また謝罪広告の場合は、広告スペースであるから、記事を直接に圧迫することはないことも言える。以上より、７２３条の立法目的を達成するための、反論文掲載より制限的でない他の選びうる手段の存在が認められる。

従って、本件においてより制限的である反論権を立法が予定していると考えるならばそれは、憲法２１条に適用違憲である。

3、 反論権が思想の自由市場に資するかについて

　憲法が思想の自由市場を理想としており、反論権はこの理想に資するという考えがあるが、しかし、仮に思想の自由市場が憲法上理想とされているとしても、そこに国家の介入が許されるとは考えにくい。なぜなら、圧倒的な権力をもつ国家が介入することで、情報操作を引き起こしうる虞がある。また、思想の自由市場は自己実現の価値を基盤としており、表現への抑圧は許されないとしているため、メディアの表現の自由を抑圧し自己実現の価値を侵しておきながら、思想の自由市場が本当に実現されるとは言えない。さらに、思想の自由市場の実現という目的のためならメディアの表現の抑圧が許されるという、小事の前の大事という発想は妥当なのか疑問である。

尚、前述の通り、名誉毀損表現は制限されうるが、名誉毀損した者のその後の表現が規制されることは合理的ではない。異なる表現はあくまで異なるものとして別個に考えられるべきであり、以前名誉毀損を行ったから、名誉毀損表現者のその後の表現が制限されるというのはあまりにもメディアへの侵害の度合いが大きい。

4、 結論

　以上から、憲法２１条、人格権、条理、民法７２３条のいずれからも、反論権を認めることはできず、また思想の自由市場に照らし合わせても合理的でない。

また仮に反論権が認められると、メディアにとって表現行為の萎縮効果を生み、自由な表現活動ができなくなるだけでなく、国家による介入が許容されることになり、憲法２１条の本来的意義である国家からの自由を侵害することになる。

したがって、本件において裁判所が名誉毀損の被害者救済の手段として、メディアに対して被害者の反論文掲載を命じることは認められず、また名誉毀損の救済手段として反論権は認められない。

以上
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